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に係る審査密度を高めた裁判例として広く知られる東京高判昭和 48年 7月 13日行裁例集 24巻 6・7号 533頁



































②  Aルートは、トンネル延長が本件ルートより 500m長くなり、トンネル内には曲線半径 700mのカーブが入
るため、本件ルートより危険性が高い * 14。















比較検討を行うことができる * 18 。










3　 都市計画道路区域内建築不許可処分取消請求事件（静岡地判平 15.11.27、東京高判平 17.10.20、最（3
小）判平 20.3.11）
（1） 事案の概要
　建設大臣は、昭和 32年 3月 30日、伊東市東松原町から伊東市広野 2丁目まで、延長 1,320m、幅員 11mの
伊東国際観光温泉文化都市建設計画道路 2・3・2号伊東大仁線（以下「伊東大仁線」という。）を定める旨の
都市計画を決定した（以下「原計画決定」という。）。被控訴人（被告）は、平成 9年 3月 25日、都市計画法












（2-1） 11 条の 3、4
① 構造令 11条の 3は、第 4種第 1級（平成 13年に改正され第 4種第 2級が追加された）の道路には、植樹帯
を設けるものとし、その他の道路には、必要に応じ、植樹帯を設けるものとすると規定しているから、第 4




（2-2）  27 条 3項、解説と運用
① 原告らは、構造令 27条 3項が、市街地にある道路の周辺には既に建造物があるなど用地の取得が困難なこ
とが多いことに配慮して、付加車線を設けるために必要に応じて幅員を縮小できるようにしており、屈折車
線等を設ける場合には、当該部分の車線の幅員は、（中略）第 4種第 2級又は第 3級の道路にあっては

































（3-2）  27 条 3項、解説と運用
　「幅員を縮小した場合には、交差点付近において設計速度を下げる必要が生じたりする（判示③）」につい













































べきである * 29という判示と、永源寺第 2ダム事件（大阪高判平 17.12.8）は、通達とその解説部分である設
計基準 * 30 について、①解説部分も通達と実質的に一体となる * 31 、②土地改良事業の手続がこれに従って統





⑧から⑩については、なお、行政庁の政策的判断が大きくものをいう場面が多い * 33 。












決定の違法性を認めた * 37 小田急線連続立体交差事業認可処分取消請求事件（東京地判平 13.10.3）、圏央道あ
きる野 IC事業認定・収容裁決取消請求事件（東京地判平 16.4.22）などの新しい事例がある。更に、同判決は
比較考量の対象となる諸要素・諸価値を抽出し、それらの要素・価値についてどれだけの重みで考慮すべき










なやり方で実施されたかどうかを中心に審査をすすめるべきである * 40と考える。                    　　　　　以上  




　*4　 櫻井敬子他『行政法 第 3版』弘文堂 2011，p.111





*10　 藤田宙靖『第 4版改訂版 行政法 I（総論） 改訂版』青林書房 2009，p.113






















*33　藤田宙靖『第 4版改訂版 行政法 I（総論） 改訂版』青林書房 2009，p.114
*34　山本隆司「日本における裁量論の変容」『判例時報』1933号 2006，p15
*35　山本隆司「日本における裁量論の変容」『判例時報』1933号 2006，p16
*36　『判例時報』1936号 2006，p.66
*37　山本隆司「日本における裁量論の変容」『判例時報』1933号 2006，p15
*38　橋本博之『行政裁判と仕組み解釈』弘文堂 2009，p.150
*39　『鞆の浦埋立免許差止請求事件（広島地判平 21.10.1）判決文』2009，p.153
*40　原田尚彦「裁判と政策問題・科学問題」『講座　民事訴訟 1　民事紛争と訴訟　初版』弘文堂 1984，p.188
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